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【年度表記に関する注記】
各年３月期を当該会計年度と表示しています。
この冊子に記載されているデータは、弊社ウェブサイトからもダウンロードできます。
（https://www.osakagas.co.jp/company/ir/library/factbook/index.html）
Note about the Fiscal Year
Fiscal Year ends at March 31.
The data in this book can be downloaded from the Daigas group's Website.
(https://www.osakagas.co.jp/en/ir/library/factbook/index.html)

【単位換算】　

１トンのLNGから製造できるガス量（産気量）
　LNG１トン≒２m3　（液体積）≒1,200m3N（0℃・1気圧・45MJでのガス量）
LNG火力発電（熱効率40%、稼働率50%とする場合）
　LNG１トン≒6,048kWh
　100万kWの発電設備…約72万トン/年のLNGを消費
　　　　　　　　　　　　　　　　出所：経済産業省「総合エネルギー統計」より算出
Gas volume that can be produced from 1 ton of LNG (air volume)
　LNG ≒ 2 m3 (liquid volume) ≒ 1,200 m3N (gas volume at 0°C, 1 atm, 45MJ)
LNG-fired power generation (40% thermal efficiency, 50% utilization rate)
　1 ton of LNG ≒ 6,048 kWh
　1 million kW power generation facility... Consumption of LNG for approximately 720,000 tons/year
Source : Calculated from the Ministry of Economy, Trade and Industry's "Comprehensive Energy Statistics"

バレル（bbl） リットル（l） トン（t）
1.0 159 0.14
6.3 1,000 0.88
7.3 1,159 1.00

売上高
Net sales

13,641
億円

セグメント利益
Segment profit

1,261
億円

セグメント資産
Segment assets

23,133
億円

国内エネルギー・ガス
Domestic Energy / Gas

国内エネルギー・電力
Domestic Energy / Electricity

海外エネルギー
International Energy

ライフ & ビジネス ソリューション
Life & Business Solutions

消去等
Adjustments 67.2%18.1%

5.1% 15.9%
-6.2%

51.8%

41.3%

11.9%
17.5%

15.3% 3.5%

11.9% 27.4%

18.1%
1.3%
（億円 100 million yen）

（百万円  million yen）
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2会社概要　

セグメント別構成　 　（2021年 3月期　 ）

主要拠点　Main directory

主な事業内容　
（2021年3月末時点　 ）

本社 大阪市中央区平野町四丁目1番2号

設立 1897年4月10日

事業開始 1905年10月19日

資本金 132,166 百万円

従業員数（連結） 20,941

従業員数（個別） 3,203

連結子会社数 154

持分法適用会社数 27

売上高 セグメント利益*1 セグメント資産*2
構成比 構成比 構成比

国内エネルギー・ガス

国内エネルギー・電力

海外エネルギー

ライフ & ビジネス ソリューション

消去等

連結

国内エネルギー・ガス
都市ガス製造・供給および販売、ガス機器販売、
ガス配管工事、LNG販売、LPG販売、産業ガス販売

国内エネルギー・電力 発電および電気の販売

海外エネルギー
天然ガスおよび石油等に関する開発・投資、
エネルギー供給、LNG輸送

ライフ & ビジネス ソリューション
不動産の開発および賃貸、情報処理サービス、
ファイン材料および炭素材製品の販売

*1 営業利益+持分法投資損益  
*2 2021年3月末時点  

大阪ガスUK

●

大阪ガスUK

●

大阪ガスUSA
・ニューヨーク事務所

(NewYork)
　　　●

●大阪ガスシンガポール・ジャカルタ駐在員事務所
●
●大阪ガスオーストラリア
●

大阪ガスタイランド

●

大阪ガスタイランド

●

大阪ガスUSA・シリコンバレー事務所

●

大阪ガスシンガポール●大阪ガスシンガポール●
●大阪ガスインドネシア

●大阪ガスオーストラリア

●大阪ガスシンガポール・マニラ駐在員事務所
●
●大阪ガスシンガポール・マニラ駐在員事務所

●
大阪ガスUSA・ヒューストン本社

●本社
●
●大阪ガス　本社

大阪ガスUSA・シリコンバレー事務所

●

大阪ガスUSA
・ニューヨーク事務所

(NewYork)
　　　●

●
大阪ガスUSA・ヒューストン本社
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売上高
Net sales

親会社株主に帰属する当期純利益
Profit attributable to owners of parent

（百万円 million yen）

（百万円 million yen）

会計年度 FY
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セグメント利益
Segment profit
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会計年度 FY
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会計年度 FY

売上高
営業利益
経常利益
親会社株主に帰属する当期純利益
セグメント利益
EBITDA EBITDA

（参考）EBITDA
総資産 *1,2
純資産 *1
自己資本 *1
負債 *1,2

有利子負債 *1,3

営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー
現金及び現金同等物の期末残高
設備投資額
投資額（設備投資額含む）
　品質向上投資
　成長投資
フリーキャッシュフロー
従業員数（人） *1
連結子会社数（社） *1 133

持分法適用関連会社数（社） *1 12

*1 各3月末時点

*2 18.3期実績は「税効果会計に係る会計基準」の一部改正を考慮して算定

*3 （　）は劣後特約付き社債

セグメント利益 = 営業利益＋持分法投資損益

主要な経営数値　

総資産
Total assets

フリーキャッシュフロー
Free cash flow

自己資本
Shareholders' equity 

（百万円 million yen）

（百万円 million yen）

会計年度 FY

会計年度 FY
12.3 13.3 14.3 15.3 16.3 17.3 18.3 19.3 21.3

（百万円 million yen）

会計年度 FY12.3 13.3 14.3 15.3 16.3 17.3 18.3 19.3 21.312.3 13.3 14.3 15.3 16.3 17.3 18.3 19.3 21.3

営業活動によるキャッシュ・フロー
Cash flows from operating activities

（百万円 million yen）

会計年度 FY
12.3 13.3 14.3 15.3 16.3 17.3 18.3 19.3 21.3

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

有利子負債
Balance of interest-bearing debt 
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Cash flows from investing activities
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品質向上投資 Investment for quality improvement
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EBITDA = 営業利益＋減価償却費＋のれん償却費（びわ湖ブルーエナジー㈱ののれん一括償却除く）＋持分法投資損益

（参考） EBITDA = 営業利益＋減価償却費＋のれん償却費（びわ湖ブルーエナジー㈱ののれん一括償却除く）

フリーキャッシュフロー　= 営業活動によるキャッシュ・フロー - 投資活動によるキャッシュ・フロー
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売上高利益率
Profit / Net sales ratio

会計年度 FY

（％）

資本利益率
Return on capital（％）
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会計年度 FY ROA 劣後特約付きの社債の資本性50%考慮
Calculated with 50% of issued subordinated 
corporate bonds as equity
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自己資本比率
Shareholders' equity / Total assets ratio（％）

会計年度 FY
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売上高経常利益率 Ordinary profit / Net sales ratio
売上高純利益率 Profit / Net sales ratio
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4

会計年度 FY

（収益性）

売上高営業利益率 (%)

売上高経常利益率 (%)

売上高純利益率 (%)

（効率性）

総資産当期純利益率（ROA）(%) *1

自己資本当期純利益率（ROE）(%)

総資産回転率（回）*1

（安全性）

自己資本比率 (%) *2

D/E比率 *2

有利子負債 / EBITDA倍率 (倍) *2

有利子負債 / （参考）EBITDA倍率 (倍) *2

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）

（一株あたりデータ）

一株当たり当期純利益 (EPS) (円/株)

一株当たり純資産 (BPS) (円/株)

一株当たりキャッシュフロー (CFPS) (円/株)

*1 18.3期実績は「税効果会計に係る会計基準」の一部改正を考慮して算定

*2  ( )は劣後特約付きの社債の資本性50%考慮

*3  17.3期以前は、２０17年10月の株式併合影響（5→1株）を考慮して算定

売上高営業利益率 = 営業利益 / 売上高 × 100
×100

売上高経常利益率 = 経常利益 / 売上高 × 100
×100

売上高純利益率 = 親会社株主に帰属する当期純利益 / 売上高 × 100
×100

総資産当期純利益率 = 親会社株主に帰属する当期純利益 / 平均総資産 ×100
×100

自己資本当期純利益率 = 親会社株主に帰属する当期純利益 / 平均自己資本 ×100
×100

総資産回転率 = 売上高 / 平均総資産

自己資本比率 = 期末自己資本 / 期末総資産 × 100
×100

経営指標（連結）　

有利子負債/EBITDA倍率
Balance of interest-bearing debts/EBITDA

（倍 times）

会計年度 FY
12.3 13.3 14.3 15.3 16.3 17.3 18.3 19.3 21.3
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インタレスト・カバレッジ・レシオ
Interest coverage ratio

（倍 times）

会計年度 FY

0

5

10

15

20

25

30

D/E比率
Debt / Equity ratio
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有利子負債 / EBITDA倍率
Balance of interest-bearing debts/EBITDA
有利子負債 / （参考）EBITDA倍率
Balance of interest-bearing debts /(reference) EBITDA 

劣後特約付きの社債の資本性50%考慮
Calculated with 50% of issued subordinated 
corporate bonds as equity

劣後特約付きの社債の資本性50%考慮
Calculated with 50% of issued subordinated 
corporate bonds as equity

20.3

20.3
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5

D/E比率 = 期末有利子負債 / 期末自己資本

有利子負債 / EBITDA倍率 = 期末有利子負債 / EBITDA 

有利子負債 / （参考）EBITDA倍率 = 期末有利子負債 / (参考)EBITDA 

インタレスト・カバレッジ・レシオ = 営業活動によるキャッシュ・フロー / 支払利息（社債利息含む）

一株当たり当期純利益 = 親会社株主に帰属する当期純利益 / 期中平均株式数 （自己株式除く）

一株当たり純資産 = 自己資本 / 期末発行済株式数 （自己株式除く）

一株当たりキャッシュ・フロー  = 営業活動によるキャッシュ・フロー / 期中平均株式数 （自己株式除く）

経
営
指
標
（
連
結
）
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株式情報　Stock information　（2021年 3月末時点　 ）

大株主の状況　 　（2021年 3月末時点　 ）

所有者別状況　 　（3月末時点　 ）

配当額の推移　

発行可能株式総数（株）

発行済株式数（株）

上場証券取引所 東京と名古屋の各証券取引所

議決権を有する単元株主数

氏名又は名称 所有株式数 （千株） 発行済株式総数に対する所有株式数の割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

株式会社日本カストディ銀行（信託口）

日本生命保険相互会社（常任代理人｠ 日本マスタートラスト信託銀行株式会社）

株式会社日本カストディ銀行（信託口７）

株式会社三菱ＵＦＪ銀行

株式会社りそな銀行

STATE STREET BANK WEST｠CLIENT-TREATY 505234（常任代理人 株式会社みずほ銀行）

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社（常任代理人  日本マスタートラスト信託銀行株式会社）

明治安田生命保険相互会社（常任代理人  株式会社日本カストディ銀行）

ＪＰモルガン証券株式会社

計

会計年度 FY

政府及び地方公共団体

金融機関

金融商品取引業者

その他の法人

外国法人等

個人 その他

計

会計年度 FY

一株当たり年間配当金（円）

年間配当金総額（百万円）

* 17.3期以前は、2017年10月の株式併合影響（5→1株）を考慮して算定
*

（％）

7

5 株式指標　
会計年度 FY

一株当たり当期純利益
（EPS）（円/株）
株価収益率
（PER）（倍)
一株当たり純資産
（BPS）（円/株）
株価純資産倍率
（PBR）（倍）
一株あたりキャッシュ・フロー
（CFPS）（円/株）
株価キャッシュ・フロー倍率
（PCFR）（倍)

EV （百万円）

EV/EBITDA（倍）

（参考）EV/EBITDA （倍）

株主資本配当率
（DOE）（%）

配当性向（%）

配当利回り（%）

株主総利回り
（TSR）（%）

* 17.3期以前は、2017年10月の株式併合影響（5→1株）を考慮して算定　

一株当たり当期純利益 = 親会社株主に帰属する当期純利益 / 期中平均株式数 （自己株式除く）

株価収益率 = 期末株価 / 1株当たり当期純利益

一株当たり純資産 = 期末自己資本 / 期末発行済株式数（自己株式除く）

株価純資産倍率 = 期末株価 / 一株当たり純資産

一株当たりキャッシュ・フロー = 営業活動によるキャッシュ・フロー / 期中平均株式数 （自己株式除く）

株価キャッシュ・フロー倍率 = 期末株価 / 一株当たりキャッシュ・フロー

EV = 期末株価 × 期末発行済株式数 （自己株式除く） +期末有利子負債残高 + 期末非支配株主持分 - 現金及び現金同等物の期末残高

EBITDA = 営業利益＋減価償却費＋のれん償却費（びわ湖ブルーエナジーののれん一括償却除く）＋持分法投資損益

（参考） EBITDA = 営業利益＋減価償却費＋のれん償却費（びわ湖ブルーエナジーののれん一括償却除く）

株主資本配当率 = 年間配当金総額 / 平均自己資本 × 100

配当性向 = 一株当たり年間配当金 / 一株当たり当期純利益

配当利回り = 一株当たり年間配当金 /  期末株価 

株主総利回り (TSR) = （各事業年度末日の株価＋12.3期から各事業年度までの一株当たり配当金の累計額）／ 11.3期の期末株価

株価収益率
PER

（円/株 yen/share） （倍 times） 株価純資産倍率
PBR

（円/株 yen/share） （倍 times）

会計年度 FY 会計年度 FY
12.3 13.3 14.3 15.3 16.3 17.3 18.3 19.3 21.3

12.3 13.3 14.3 15.3 16.3 17.3 18.3 19.3 21.3

12.3 13.3 14.3 15.3 16.3 17.3 18.3 19.3 21.3

12.3 13.3 14.3 15.3 16.3 17.3 18.3 19.3 21.3

12.3 13.3 14.3 15.3 16.3 17.3 18.3 19.3 21.3

12.3 13.3 14.3 15.3 16.3 17.3 18.3 19.3 21.3

Dividend Yield（右軸 Right axis）配当利回り
DOE（右軸 Right axis）

Payout ratio

株主資本配当率
配当性向
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株価キャッシュ・フロー倍率

PCFR
（円/株 yen/share） （倍 times）

会計年度 FY

EV / EBITDA
EV / EBITDA

（百万円 million yen） （倍 times） 配当関連指標
Dividend indices

（%） （%）

会計年度 FY 会計年度 FY

株主総利回り
TSR

（%）

会計年度 FY
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6 株価推移　

大阪ガス
Osaka Gas

業種別日経平均株価（ガス）
Nikkei Stock Average by Industry / Gas

業種別日経平均株価（電力）
Nikkei Stock Average by Industry / Electricity

東証株価指数
TOPIX

大阪ガス月間出来高
Monthly Turnover
of Osaka Gas Stocks

業種別日経平均株価（電力）
Nikkei Stock Average by Industry / Electricity

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

出来高 Turnover（千株 thousand shares）

2011 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 20212020 2012

30,000

35,000

40,000

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

45,000

50,000

55,000

200

220

60,000

暦年
Calendar Year

株価インデックス　Stock price index （2011年1月31日=100　January 31, 2021 = 100）

7 格付の推移　 　（6月末時点　 ）

暦年

長期債

R&I（格付投資情報センター） AA+ AA+ AA+ AA+ AA+ AA+ AA+ AA+ AA+ AA+

ムーディーズ Aa3 Aa3 Aa3 Aa3 Aa3 Aa3 Aa3 Aa3 A1 A1

スタンダード&プアーズ AA－ AA－ AA－ AA－ AA－ AA－ AA－ AA－ AA－ AA－

国内コマーシャルペーパー

R&I（格付投資情報センター） a－1＋ a－1＋ a－1＋ a－1＋ a－1＋ a－1＋ a－1＋ a－1＋ a－1＋ a－1＋

ムーディーズ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

スタンダード&プアーズ A－1+ A－1+ A－1+ A－1+ A－1+ A－1+ A－1+ A－1+ A－1+ A－1+

（百万円  million yen）

9

1

2

3

社債明細　 　（2021年 3月末時点　 ）

借入金明細　 　（2021年 3月末時点　 ）

2026年 3月期までの償還・返済予定額　

会社名 普通社債 回号 発行日
当期末残高(内、1年以
内償還予定額)（百万円） 利率（%） 償還日

大阪ガス㈱

国内無担保社債

–
#21

–

#31
#32
#33
#34

第１回利払繰延条項・期限前償還条項付無担
保社債（劣後特約付） #1

第２回利払繰延条項・期限前償還条項付無担
保社債（劣後特約付） #2

第３回利払繰延条項・期限前償還条項付無担
保社債（劣後特約付） #3

第４回利払繰延条項・期限前償還条項付無担
保社債（劣後特約付） #4

合計 – – – –

当期末残高（百万円） 平均利率（％）

短期借入金

1年以内に返済予定の長期借入金

1年以内に返済予定のリース債務 -

長期借入金（1年以内に返済予定のものを除く）

リース債務（1年以内に返済予定のものを除く） -

合計 -

社債 長期借入金

2022年3月期　

2023年3月期　

2024年3月期　

2025年3月期　 -

2026年3月期　 -

社債・借入金明細　

社
債
・
借
入
金
明
細
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会計年度 FY

売上高

連結
　国内エネルギー 
　　ガス
　　LPG・電力・その他エネルギー
　　国内エネルギー・ガス - - -
　　国内エネルギー・電力 - - -
　海外エネルギー 
　環境・非エネルギー
ライフ&ビジネス ソリューション - - -
　調整

セグメント利益

連結
　国内エネルギー 
　　ガス
　　LPG・電力・その他エネルギー
　　国内エネルギー・ガス - - -
　　国内エネルギー・電力 - - -
　海外エネルギー 
　環境・非エネルギー
ライフ&ビジネス ソリューション - - -
　調整

セグメント資産 *1

連結
　国内エネルギー 
　　ガス
　　LPG・電力・その他エネルギー
　　国内エネルギー・ガス - - -
　　国内エネルギー・電力 - - -
　海外エネルギー 
　環境・非エネルギー
ライフ&ビジネス ソリューション - - -
　調整

セグメント資産
セグメント利益率 *1

連結
　国内エネルギー 
　　ガス
　　LPG・電力・その他エネルギー
　　国内エネルギー・ガス - - -
　　国内エネルギー・電力 - - -
　海外エネルギー 
　環境・非エネルギー
ライフ&ビジネス ソリューション - - -

減価償却費 +
のれん償却費

連結
　国内エネルギー 
　　ガス
　　LPG・電力・その他エネルギー
　　国内エネルギー・ガス - - -
　　国内エネルギー・電力 - - -
　海外エネルギー 
　環境・非エネルギー
ライフ&ビジネス ソリューション - - -
　調整

EBITDA

連結
　国内エネルギー 
　　ガス
　　LPG・電力・その他エネルギー
　　国内エネルギー・ガス - - -
　　国内エネルギー・電力 - - -
　海外エネルギー 
　環境・非エネルギー
ライフ&ビジネス ソリューション - - -
　調整

セグメント別情報　Segment information

項目の注記は次のページに記載

11

（新 New） （新 New）

- - - - -
- - - - -

- - - -
- - - -

- - - - - - - - -

- - - - -
- - - - -

- - - -
- - - -

- - - - - - - - -

122

- - - - -
- - - - -

- - - -
- - - -

- - - - - - - - -

- -

- - - - - -
- - - - - -
- - - - -
- - - - -
- -
- - - - - - - - -
- -

- - - - -
- - - - -

- - - -
- - - -

- - - - - - - - -

- - - - -
- - - - -

- - - -
- - - -

- - - - - - - - -

（百万円 million yen）

セ
グ
メ
ン
ト
別
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会計年度 FY

持分法適用会社への
投資額

連結
　国内エネルギー 
　　ガス
　　LPG・電力・その他エネルギー
　　国内エネルギー・ガス - - -
　　国内エネルギー・電力 - - -
　海外エネルギー 
　環境・非エネルギー
ライフ&ビジネス ソリューション - - -
　調整 - - -

設備投資額

連結
　国内エネルギー 
　　ガス
　　LPG・電力・その他エネルギー
　　国内エネルギー・ガス - - -
　　国内エネルギー・電力 - - -
　海外エネルギー 
　環境・非エネルギー
ライフ&ビジネス ソリューション - - -
　調整

研究開発費

連結
　国内エネルギー 
　　ガス
　　LPG・電力・その他エネルギー
　　国内エネルギー・ガス - - -
　環境・非エネルギー
ライフ&ビジネス ソリューション - - -

従業員数（人）

連結
　国内エネルギー 
　　ガス
　　LPG・電力・その他エネルギー
　　国内エネルギー・ガス - - -
　　国内エネルギー・電力 - - -
　海外エネルギー 
　環境・非エネルギー
ライフ&ビジネス ソリューション - - -

スライド差損益  *2, 3

数理計算上の差異の費用処理額 （利益影響） 223

（参考 ）

*1 18.3期実績は「税効果会計に係る会計基準」の一部改正を考慮して算定

*2 原料費調整制度に基づき、原料価格の変動を販売単価に反映するまでの一時的な増減益

*3 ガス事業粗利（個別）内数

セグメント利益 = 営業利益 + 持分法投資損益

EBITDA = 営業利益＋減価償却費＋のれん償却費（びわ湖ブルーエナジーののれん一括償却除く） + 持分法投資損益

セグメント資産 セグメント利益率 = セグメント利益 / 平均セグメント資産 × 100

（新 New） （新 New）

- - - - - - -
- - - - -

- - - -
- - - -

- - - - - - - - -
- - - - -

- - - - - - - - -

- - - - -
- - - - -

- - - -
- - - -

- - - - - - - - -

- -

- - - - - -
- - - - - -
- - - - -
- - - - - - - - -
- -
- -

- - - - - -
- - - - - -
- - - - -
- - - - -
- -
- - - - - - - - -
- -

223

（百万円 million yen）

15.3期より再生可能エネルギー事業の取扱いを変更。「環境・非エネルギー」セグメントに含めていた再生可能エネルギー事業を、事業内容に応じ、 「ＬＰＧ・電力・
その他エネルギー」セグメント、「海外エネルギー」セグメントに移管。セグメント名を「環境・非エネルギー」セグメントから 「ライフ＆ビジネス ソリューション」
セグメントに変更。

18.3期より事業区分を変更。「LPG・電力・その他エネルギーセグメント」に区分していた発電及び電気の販売事業等を独立させ、セグメント名称を「国内エネルギー・
電力」とし、LNG販売事業、LPG販売事業、産業ガス販売事業等を「ガス」セグメントに移管し、セグメント名称を「国内エネルギー・ガス」に変更。

19.3期 第1四半期より, 大阪ガスエンジニアリング㈱のセグメントを「ライフ＆ビジネス ソリューション」から「国内エネルギー・ガス」に変更。18.3期の実績は、
研究開発費、従業員数を除き、変更後の内容で記載。

21年3月期より、㈱ガスアンドパワー（国内エネルギー・電力）を、Daigasガスアンドパワーソリューション㈱（国内エネルギー・ガス）に吸収合併。20年3月期の実績は、
研究開発費、従業員数を除き、変更後の内容で記載。

セ
グ
メ
ン
ト
別
情
報



14

会計年度 FY

国内エネルギー売上高

　ガス

　国内エネルギー・ガス - - -

　　ガス事業売上高（個別）*1

　　営業雑収益（個別） *2

　　　受注工事収益（個別）

　　　その他営業雑収益（個別） *2          

　　大阪ガス住宅設備㈱

　　㈱OGCTS *3

　　大阪ガスマーケティング㈱ *4 - - -

　　Daigasエナジー㈱ *4 - - -

　LPG・電力・その他エネルギー

　国内エネルギー・電力 - - -

国内エネルギーセグメント利益

　ガス

　国内エネルギー・ガス - - -

　　持分法による投資利益又は損失       4

　　ガス事業利益（個別）*5

　　営業雑差益（個別） *2       

　　　受注工事差益（個別）

　　　その他営業雑差益（個別）*2          

　　大阪ガス住宅設備㈱ 413

　　㈱OGCTS *3

　　大阪ガスマーケティング㈱ *4 - - -

　　Daigasエナジー㈱ *4 - - -

　LPG・電力・その他エネルギー

　国内エネルギー・電力 - - -

　　持分法による投資利益又は損失       

国内エネルギーセグメント　

1 国内エネルギーセグメント内訳　

*1 17.3期以前はガス事業売上高 = ガス売上 + 託送供給収益で試算

*2 託送供給収益除く　
*3 2015年1月1日付で社名を(㈱)クリエイティブテクノソリューションから㈱ OGCTSに変更。

15

（新 New） （新 New）

- - - - -

- - - -

-

-

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - -

- - - -

- - - - -

- - - -

44 312

-

-

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - -

- - - -

142

*4 21年3月期より、大阪ガス住宅設備㈱が行っていた機器販売事業およびリフォーム事業を吸収分割により大阪ガスマーケティング㈱に承継し、
㈱OGCTSをDaigasエナジー㈱に吸収合併。

*5 17.3期以前はガス事業利益 = ガス事業売上高 - 原材料費 - ガス事業費用で試算

（百万円 million yen）

国
内
エ
ネ
ル
ギ
ー
セ
グ
メ
ン
ト
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会計年度 FY

ガス事業売上高

　ガス売上

　託送供給収益

　事業者間精算収益 - -

　受託製造収益 - -

原材料費

ガス事業粗利

　（参考）スライド差損益 *1, 2

ガス事業費用

　労務費

　諸経費

　減価償却費

ガス事業利益

会計年度 FY

諸経費

　修繕費

　消耗品費

　賃借料

　委託作業費

　租税課金

　試験研究費

　需要開発費

　固定資産除却費

　雑費

　その他

会計年度 FY

労務費

　給料

　賞与手当

　退職手当

　その他    

従業員数 （人）

2

4

3

ガス事業利益（個別）　

諸経費内訳（個別ガス事業）　

労務費内訳（個別ガス事業）　

*1 原料費調整制度に基づき、原料価格の変動を販売単価に反映するまでの一時的な増減益

*2 ガス事業粗利内数　

17

- - - -

- - - - - -

ガス事業粗利 = ガス事業売上高 - 原材料費　

（百万円 million yen）

（百万円 million yen）

（百万円 million yen）

国
内
エ
ネ
ル
ギ
ー
セ
グ
メ
ン
ト
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5 販売関連実績（個別）　

◉ 供給件数　

◉ お客さまアカウント数 （連結）* 

◉ （参考）大阪市の平均気温　

◉ 電力販売量（連結）　

会計年度 FY

家庭用
業務用等 - - - - - -
　　商業用 - - - -
　　公・医療用 - - - -
　　工業用 - - - -
　　他ガス事業者向け - - - -
個別ガス販売量 計
　　うち大口供給 - - - -
ガス販売量 計（連結）
家庭用１戸当たり販売量 （m3/月･件) 3

会計年度 FY

ガス供給件数*
低圧電気供給件数 - - - - -

会計年度 FY

お客さまアカウント数（連結） * 

会計年度 FY

平均気温

会計年度 FY

小売 - 
卸等 -
合計

（百万m3 million m ）

（千件 ）

（万件 ）

（℃）

（GWh）

* ガス供給件数＝取付メーター数 - 閉栓中メーター数（空家等） - 他社ガス供給件数 。16.3期以前は取付けメーター数

出典 : 気象庁　

* ガス・電力、LPG、エネファーム、住ミカタ・サービス、ユーティリティエージェント等の契約数の合計

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

18,000

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000

0

300

600

900

1,200

1,500

1,800

家庭用 Residential

供給件数（右軸） Number of supply (right axis)

（販売量）

商業用 Commercial
公・医療用 Public and medical

工業用 Industrial
他ガス事業者向け Wholesale
業務用等 Non-Residential

ガス販売
Gas sales

電力販売
Electricity sales

（百万m3 million m3） （GWh）（千件 thousand） （千件 thousand）

会計年度 FY12.3 13.3 14.3 15.3 16.3 17.3 18.3 19.3 21.3 会計年度 FY 16.3 17.3 18.3 19.3 20.3 21.3

小売 Retail

供給件数（右軸） Number of supply(right axis)

（販売量）

卸等 Wholesale, etc.
電力販売量 Electric Power Sales Volume

20.3

◉ ガス販売量　

19

◉ 主要ガス機器販売実績　

◉ 導管延長の推移　

◉ 都市ガス製造所別設備数　

◉ （参考）近畿の家庭用用途別エネルギー消費構成　

会計年度
FY

家庭用ガスコージェネレーションシステム (台)

業務用ガスコージェネレーション稼働実績 *(千kW)

ガス空調 (千kW)

会計年度 FY

高圧 *1
中圧A *2
中圧B *3
低圧本管 *4

本管計
支管
本支管計
供給管
本支供管計

泉北製造所 姫路製造所

ＬＮＧ気化能力（千ｍ3／時）

主要設備
ＬＮＧ気化設備 (基) 21

ＬＮＧタンク (基)

ＬＮＧタンク総容量 (kl)

主原料

（km）

暖房
Space-heating

給湯
Hot-water

その他
Others

会計年度 FY

（％） （％） （％）

11.3 12.3 13.3 14.3 15.3 18.3 19.3 会計年度 FY 11.3 12.3 13.3 14.3 15.3 16.3 19.3 会計年度 FY 11.3 12.3 13.3 14.3 15.3 16.3 19.3
0

20

40

60

80

100

0

20

40

60

80

100

20.3
0

20

40

60

80

100

20.320.3

都市ガス City gas LPG LPG 灯油 Kerosene 電気 Electricity

16.3 17.3 17.3 18.3 17.3 18.3

出典 : 家庭用エネルギー統計年報（近畿）（住環境計画研究所）

* 冷房用途を除く

*1 最高使用ガス圧力が1.0MPa以上のもの

*2 最高使用ガス圧力が0.3MPa以上1.0MPa未満のもの

*3 最高使用ガス圧力が0.1MPa以上0.3MPa未満のもの

*4 最高使用ガス圧力が0.1MPa未満のもの

国
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6 ガス・電力の自由化の状況　

◉ （参考）顧客数　(Reference) 　（3月末時点　 ）

◉ （参考）販売量　(Reference) 

◉ （参考）スイッチング件数　(Reference) 

暦年 

ガス（契約件数）
関東
近畿
全国

電力（契約口数）
東京
関西
全国

会計年度 FY 

ガス（百万m3)
3

関東
近畿
全国

電力 (百万kWh)
東京
関西
全国

出典 : 電力・ガス取引監視等委員会　

出典 : 電力・ガス取引監視等委員会　

出典 : 資源エネルギー庁、電力・ガス取引監視等委員会

暦年
Calendar year 1995

ー

ー

200万m3以上
Over 2 million m3

1999

ー

ー

100万m3以上
Over 1 million m3

2000

2,000kW以上
Over 2,000kW

ー

ー

2004

500kW以上
Over 500kW

50万m3以上
Over 500,000 m3

2005

50kW以上
Over 50kW

高圧（中小ビル・中小規模工場）
High-voltage customers (small and medium-sized

buildings, small and medium-scale factories)

低圧（家庭・商店など）
Low-voltage customers

(residential, stores)

ー

ー

2017

ー

全面自由化
Full deregulation

2007

ー

2016

全面自由化
Full deregulation

10万m3以上
Over 100,000 m3

大工場・大病院
Large factories,
large hospitals

大商業施設・大型ホテル
Large commercial
facilities, large hotels

中工場・中ホテル
Medium factories,
medium hotels

家庭・商店など
Residential,

stores

工場・中病院・商業施設中ホテル
Factories, medium hospitals,
commercial facilities, hotels

特別高圧（大規模工場・
デパート・オフィスビル）
Special high-voltage customers 
(largescale factories, department 

stores, office buildings)

電力の小売自由化範囲（契約電力）
Scope of retail electricity
deregulation (contract demand)

ガスの小売自由化範囲（年間ガス使用量）
Scope of retail gas deregulation
 (annual gas consumption)

主な対象
Main targets

主な対象
Main targets

出典：経済産業省 資源エネルギー庁「電力小売自由化の歴史」、一般社団法人 日本ガス協会「ガス小売全面自由化の経緯などについて」
Source: Agency for Natural Resources and Energy, Ministry of Economy, Trade and Industry, “History of Deregulation of Electricity Retail”  The Japan Gas Association, 
“Regarding Background of Full Deregulation of Gas Retail”

暦年 Calendar year
17.1217.917.6 18.3 18.6 18.9 18.12 19.3 19.6 19.9 19.12 20.3 20.6 20.9 20.12 21.3 17.1217.917.6 18.3 18.6 18.9 18.12 19.3 19.6 19.9 19.12 20.3 20.6 20.9 20.12 21.3

関東 Kanto

ガス Gas

近畿 Kinki

全国 All over Japan

東京電力パワーグリッド㈱ TEPCO Power Grid, Inc.

関西電力送配電㈱ Kansai Transmission and Distribution,Inc.

全国 All over Japan

暦年 Calendar year

（千件 thousand） 電力 Electricity（千件 thousand）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

◉ ガス・電力小売自由化の変遷　
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7 ガス・電力料金　

◉ 原料費調整制度　

◉ 価格指標　

◉ スライド差損益（個別）　

託送料金改定　

電気料金改定　

実施日 改定率 *1

1980年4月1日
1988年1月1日
1989年4月1日
1996年1月1日
1999年2月10日
2002年3月1日
2003年2月27日
2006年11月1日
2008年11月1日
2012年2月1日
2015年1月1日
2019年3月29日 *2

実施日 改定率

2008年11月1日
2012年2月1日
2015年1月1日
2019年3月29日

実施日 改定率 *

2017年8月1日
2018年7月1日

*1 規制料金全体の平均改定率を表す。

*2 経過措置料金規制に基づく一般ガス供給約款料金

* 当社モデルケース（4人家族、月間使用量370kWh・年間使用量
4,440kWh）で試算

*1 原料費調整制度に基づき、原料価格の変動を販売単価に反映するまでの一時的な増減益
*1 
*2 ガス事業粗利（個別）内数
*2 

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

3ヶ月平均原料価格 反映

3ヶ月平均原料価格 反映

3ヶ月平均原料価格 反映

3ヶ月平均原料価格 反映

3ヶ月平均原料価格 反映

3ヶ月平均原料価格 反映

3ヶ月平均原料価格 反映

会計年度 FY

スライド差損益 *1, 2

会計年度 FY

（円/トン yen/ton）

14.313.312.3 15.3 16.3 17.3 18.3 19.3 20.3 21.3

全日本入着 LNG平均価格（JLC）
Japan LNG cocktail price (JLC)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

3ヶ月平均原料価格（3～5か月前）
Three-month average raw material price (3-5 months ago)

（百万円 million yen）

ガス料金改定（小口ガス料金）　
◉ 大阪ガス㈱の料金改定　

出典 : 財務省貿易統計　
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8 原料調達　

全日本入着原油平均価格（JCC）
Japan crude cocktail price (JCC)

全日本入着LNG平均価格（JLC）
Japan LNG cocktail price (JLC)

ヘンリーハブ天然ガススポット価格
Henry Hub Natural Gas Spot Price

為替
Exchange rates

会計年度 FY

（ドル/バレル $/bbl）

14.313.312.3 15.3 16.3 17.3 18.3 19.3 20.3 21.3

全日本入着原油平均価格 JCC

出典 : 石油連盟   Source : Petroleum Association of Japan
出典 : 米国エネルギー情報局
            U.S. Energy Information Administration, EIA 出典 : ㈱三菱UFJ銀行   Source : MUFG Bank, Ltd.

全日本入着 LNG平均価格 JLC

（左軸 left axis）
（右軸 right axis）

0
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90

120

150

20,000

0

40,000

60,000

80,000

100,000

会計年度 FY

（ドル/MMBtu ＄/MMBtu）（円/トン yen/ton）

14.313.312.3 15.3 16.3 17.3 18.3 19.3 20.3 21.3
0

1

2

3

4

5

6

会計年度 FY
14.313.312.3 15.3 16.3 17.3 18.3 19.3 20.3 21.3

（円/ドル yen/$）

30

60

90

120

150

埋蔵量 構成比

北米

中南米

欧州

CIS

中東

アフリカ

アジア・太平洋

合計

船名 
Name

就航年月 容量
Capacity

LNG JAMAL 2000年10月 October, 2000 3

LNG DREAM 2006年9月 September, 2006  m3

LNG BARKA 2008年12月 December, 2008  m3

LNG JUPITER 2009年7月 July, 2009  m3

LNG VENUS 2014年11月 November, 2014  m3

LNG SATURN 2016年1月 January, 2016  m3

LNG MARS 2016年10月 October, 2016  m3

LNG JUNO 2018年11月 November, 2018  m3

可採年数

（兆m3 3 ） （兆m3 3 ）

（年 ）

◉ （参考）天然ガスの地域別確認埋蔵量と可採年数　

◉ DaigasグループのLNG船一覧　    （2021年4月1日現在　 ）

（2020年末時点　 ）

北米
North America 中南米

S.&Cent. America

欧州
Europe

CIS
CIS

中東
Middle East

アフリカ
Africa

アジア・太平洋
Asia Pacific

188.1

◉ 価格指標、為替　

出典 : BP「BP Statistical Review of World Energy 2021」

◉ Daigas グループ LNG取扱量　

◉ （参考）全日本貿易統計　

会計年度
FY

ブルネイ

インドネシア

マレーシア

オーストラリア

ロシア

カタール 421

オマーン
Oman

パプアニューギニア - - -

アメリカ - - - - - - 132

その他 -

合計

会計年度
FY

ブルネイ

インドネシア

マレーシア

オーストラリア

ロシア

カタール

オマーン
Oman

パプアニューギニア - - -

アメリカ 242 -

アラブ首長国連邦

ナイジェリア

赤道ギニア

その他

合計

（千トン ）

（千トン ）

会計年度 FY
12.3 13.3 14.3 15.3 16.3 17.3 18.3 19.3 20.3 21.3

会計年度 FY
12.3 13.3 14.3 15.3 16.3 17.3 18.3 19.3 20.3 21.3

（千トン thousand ton） （千トン thousand ton）

（参考）全日本貿易統計
(Reference) All Japan Trade Statistics

Daigasグループ LNG取扱量
LNG handled by Daigas group

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

ブルネイ
インドネシア
マレーシア

オーストラリア
ロシア
カタール

オマーン
パプアニューギニア
アメリカ

アラブ首長国連邦
ナイジェリア
赤道ギニア

その他

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

出典 : 財務省貿易統計　
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会計年度 FY

売上高

　Osaka Gas Australia Pty Ltd - -

　Osaka Gas USA Corporation - -

　Osaka Gas Energy America Corporation *1

　Osaka Gas Resources America Corporation *1 -

　大阪ガスインターナショナルトランスポート㈱ 

セグメント利益

　Osaka Gas Australia Pty Ltd - -

　Osaka Gas USA Corporation - -

　Osaka Gas Energy America Corporation *1

　Osaka Gas Resources America Corporation *1 -

　大阪ガスインターナショナルトランスポート㈱ 

　持分法投資損益    

　　出光スノーレ石油開発㈱

　　北米IPP事業 *2 - -

会計年度 FY

売上高

　環境・非エネルギー

ライフ＆ビジネス ソリューション - -

　　大阪ガス都市開発㈱ *1

　　㈱オージス総研

　　大阪ガスケミカル㈱ *2

　　日本エンバイロケミカルズ㈱ *2

　　Jacobi Carbons AB - -

セグメント利益

　環境・非エネルギー

ライフ＆ビジネス ソリューション - -

　　大阪ガス都市開発㈱ *1

　　㈱オージス総研

　　大阪ガスケミカル㈱ *2 -142

　　日本エンバイロケミカルズ㈱ *2

　　Jacobi Carbons AB - -

　　持分法投資損益       114

海外エネルギー / ライフ＆ビジネス ソリューションセグメント 

1

2

海外エネルギーセグメント内訳　

環境・非エネルギー /ライフ&ビジネス ソリューションセグメント内訳　

*1 Osaka Gas Energy America Corpoation、Osaka Gas Resources America CorporationをOsaka Gas Freedom Energy Corporationに統合。
Osaka Gas Freedom Energy Corporationの社名をOsaka Gas USA Corporationに変更。これら米国子会社再編は2014年8月31日付で完了。

*1 ㈱アーバネックスの社名を2013年4月1日付で大阪ガス都市開発㈱に変更

*2 大阪ガスケミカル㈱が、2015年4月1日付で子会社の日本エンバイロケミカルズ㈱を吸収合併
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（新 New） （新 New）

- - - - - -

- -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - -

- -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

（新 New） （新 New）

- - - - - - - - -

-

- - - - - - -

- -

- - - - - - - - -

-

- - - - - - -

- -

133 - - - - -

（百万円 million yen）

（百万円 million yen）

*2 ヘッジ会計適用外のデリバティブ時価評価影響を除く
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成長投資の状況　

1

2

電源構成　 　（2021年 3月末時点　 ）

（参考）全日本電源容量　 　（2021年 3月末時点　 ）

国内発電所　 　（2021年 3月末時点　 ）

Daigas グループ　持分電源容量　

電源開発　Power source development

合計 火力 再生可能エネルギー その他
LNG 石炭 Coal

国内外合計
　　運転中
　　建設中等 - -
　国内
　　運転中
　　建設中等 - -
　海外 - -
　　運転中 - -
　　建設中等 - - -

合計 水力 火力 原子力 新エネルギー等
New その他

LNG 石炭 
Coal

石油等 

全日本 43

発電所名
Name

燃料/発電方式 発電能力（MW） 出資比率 運転開始時期
Start of operation

場所

火力発電所 

泉北製造所第1工場 天然ガス・GTCC 2002年7月 大阪府

姫路製造所 天然ガス・GTCC等 2004年4月 兵庫県

泉北天然ガス発電所 天然ガス・GTCC 2009年4-11月 大阪府

酉島エネルギーセンター 天然ガス・GTCC 141 2002年4月 大阪府

宇治エネルギーセンター 天然ガス・GTCC 2004年10月 京都府

摂津エネルギーセンター 天然ガス・ガスエンジン 2006年4月 大阪府

千里エネルギーセンター 天然ガス・ガスタービン 2008年1月 大阪府

船町発電所 天然ガス・GTCC 1999年4月 大阪府

福島天然ガス発電所 天然ガス・GTCC 2020年4-8月 福島県

姫路天然ガス発電所 天然ガス・GTCC 2026年1-5月 兵庫県

小計（天然ガス等）

名古屋発電所* 石炭・スチームタービン 142 2000年4月 愛知県

名古屋第2発電所* 石炭・スチームタービン 2017年9月 愛知県

小計（石炭等） 

（MW）

（MW）

出典 : 出典 : 資源エネルギー庁
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発電所名
Name

燃料/発電方式 発電能力（MW） 出資比率 運転開始時期
Start of operation

場所

再生可能エネルギー発電所 

葉山風力発電所 風力 2006年3月 高知県

広川明神山風力発電所 風力 2008年11月 和歌山県

由良風力発電所 風力 2011年9月 和歌山県

肥前風力発電所 風力 12 2005年3月 佐賀県

肥前南風力発電所 風力 2008年1月 佐賀県

平生風力発電所 風力 2009年4月 山口県

印南風力発電所 風力 2018年6月 和歌山県

尻別風力発電所 風力 2021年秋 北海道

野辺地陸奥湾風力発電所 風力 2022年4月 青森県
Aomori

小計（風力）

酉島太陽光発電所 太陽光 2 2013年4月 大阪府

酉島第二太陽光発電所 太陽光 1 2014年1月 大阪府

勝央太陽光発電所 太陽光 1 2013年4月 岡山県

広川明神山太陽光発電所 太陽光 1 2013年4月 和歌山県

八幡太陽光発電所 太陽光 1 2013年9月 三重県

Daigas大分みらいソーラー発電所 太陽光 2013年5月 大分県

由良太陽光発電所（北・南） 太陽光 2 2016年12月 和歌山県

桑原城メガソーラー（No.4） 太陽光 12 2020年4月 鹿児島県

茨城県北茨城市磯原町特高発電所 太陽光 2021年1月 茨城県

Daigasエナジー㈱  各発電所（9ヶ所） 太陽光、他 11 - - -

エナジーバンクジャパン㈱ 各発電所（27ヶ所） 太陽光、他 - - -

小計（太陽光）

松阪木質バイオマス発電所 バイオマス 2 2018年1月 三重県

名古屋発電所（バイオマス混焼5%） バイオマス 2000年4月 愛知県

名古屋第2発電所（バイオマス混焼30%） バイオマス 33 2017年9月 愛知県

市原バイオマス発電所 バイオマス 2020年12月 千葉県

袖ケ浦バイオマス発電所 バイオマス 2022年7月 千葉県

広畑バイオマス発電所 バイオマス 2023年8月 兵庫県

徳島津田バイオマス発電所 バイオマス 2023年3月 徳島県

（仮称）愛知田原バイオマス発電所 バイオマス 2024年10月 愛知県

小計（バイオマス）

成
長
投
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3 海外発電所　 （2021年3月末時点　 ）

発電所名
Name

燃料/発電方式 発電能力（MW） 出資比率 運転開始時期
Start of operation

場所

火力発電所 

テナスカ・ゲートウェイ 天然ガス・GTCC 2004年6月 *1 米国　テキサス州

ホワイトウォーター 天然ガス 2005年12月 *1 米国　ウィスコンシン州

レイクウッド 天然ガス 2005年12月 *1 米国　ニュージャージー州

クロケット 天然ガス 2005年12月 *1 米国　カリフォルニア州

サラナック 天然ガス 2005年12月 *1 米国　ニューヨーク州

ロックポート 天然ガス 211 2005年12月 *1 米国　ニューヨーク州

セントチャールズ 天然ガス 2017年2月 米国　メリーランド州（PJM）

ダンディーン
Daandine

天然ガス・ガスエンジン 2008年12月 *1 豪　クイーンズランド州

マウントアイザ 天然ガス・ガスエンジン 32 2008年12月 豪　クイーンズランド州

シュワイハットS2発電造水事業 天然ガス・GTCC 2011年10月 *1 UAE　アブダビ

ショア 天然ガス・GTCC 2017年3月 *1 米国　ニュージャージー州（PJM）

ミシガンパワー 天然ガス・GTCC 2018年6月 *1 米国　ミシガン州

クリーンエナジー 天然ガス 2018年5月 *1 米国　コネチカット州（ISO-NewEngland）

トワンティック 天然ガス 2018年12月 *1 米国　コネチカット州（ISO-NewEngland）

フェアビュー
Fairview

天然ガス 2019年12月 米国　ペンシルバニア州（PJM）

スリーリバーズ 天然ガス 2023年2月 米国　イリノイ州

小計 

再生可能エネルギー電源 

ハレット４ 風力 132 2011年6月 豪　サウスオーストラリア州

オーイーソーラー 太陽光 2019年8月 タイ

小計 

発電所名
Name

燃料/発電方式 発電能力（MW） 出資比率 運転開始時期
Start of operation

場所

その他 

泉北製造所第1工場 差圧式発電 差圧式発電 2 - 大阪府

姫路製造所 差圧式発電 差圧式発電 1 - 兵庫県

姫路製造所 冷熱発電 冷熱発電 - 兵庫県

* バイオマス混焼分除く
* excludes biomassmixed combustion

1　取得年月を表す。
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4

5

海外上流事業　

海外中下流事業　

案件名 主な事業 出資比率 参画年
Year of participation

場所

サンライズ LNG 10% 2000 オーストラリア・東ティモール

ノルウェー（出光スノーレ石油開発㈱） 油・天然ガス 1～10% 2005 ノルウェー

カルハットLNG LNG 3% 2006 オマーン
Oman

クラックス LNG 3% 2007 オーストラリア

ゴーゴン LNG・コンデンセート 1.25% 2009 オーストラリア

イクシス LNG・コンデンセート 1.20% 2012 オーストラリア

サビン・シェールガスプロジェクト 天然ガス・コンデンセート・天然ガス液
100% 2018 米国

案件名 主な事業 出資比率 参画年
Year of participation

場所

フリーポートLNG基地（気化事業） 受入基地 10.81% 2008 米国

サグントLNG基地 受入基地 20% 2010 スペイン

Sumisho Osaka Gas Water UK Limite  水道事業 50% 2013 英国

OSAKA GAS (THAILAND) ユーティリティ（エネルギー）
関連事業 49% 2013 タイ

City-OG Gas Energy Services ガス販売事業 49% 2013 シンガポール

フリーポートLNG基地（液化事業） 液化事業 25% 2014 米国

NS-OG Energy Solutions (Thailand) コージェネレーション事業 30% 2014 タイ

OGP Energy Solutions 燃料転換・エネルギーサービス事業
29.40% 2015 タイ

エロガスメット ガス配給事業 - 2015 イタリア

PT OSAKA GAS INDONESIA
ガス販売・エネルギーサービス
関連事業 100% 2018 インドネシア

Sojitz Osaka Gas Energy 天然ガス供給事業 49% 2019 ベトナム

AGP 天然ガスバリューチェーン事業 - 2019 シンガポール

Igloo Energy Supply エネルギー小売事業 - 2019 英国

成
長
投
資
の
状
況

（2021年3月末時点　 ）

（2021年3月末時点　 ）



1

2

環境　

社会　Social

会計年度
FY

GHG排出量 *1・2 (千t-CO2e)
1・2

内、スコープ1・2 (千t-CO2e)
Scope 1・
内、スコープ3 (千t-CO2e)

CO2排出削減貢献量 *3 (千t-CO2) -

会計年度
FY

マイコンメーター普及率（%）

不完全燃焼防止装置付き小型湯沸器普及率（%）

立消え安全装置付きテーブルコンロ普及率（%）

ガス警報器普及率（%）

会計年度
FY

女性従業員比率・連結（%）*1

女性従業員比率・個別（%） *1

女性管理職比率 ・個別（%）*1,2

新卒総合職採用の女性比率・個別（%）

離職率（50歳未満）・個別（%）

育児休業 ・ 個別（人） 31 33 44 32 

内、男性（人） 1 4 14 

育児短時間勤務 ・ 個別（人） 31 21 33 22 

介護休業 ・ 個別（人） 1 1 2 1 

介護短時間勤務 ・ 個別（人） 1 1 

暦年
Calendar year

障がい者雇用率 ・ 個別（%） *3

*1 集計範囲 ： 大阪ガスと連結子会社のうち、データ把握が困難かつ環境負荷の小さい、テナントとして入居している会社ならびに海外の会社
を除いた関係会社。会社の統合等により、年度によって集計会社数は異なる。

*2 集計対象の温室効果ガスは、CO2、メタン（CH4） 、N2Oおよびフロン類（HFC）。

*3 18.3期以降の累計

*1 各3月末時点

*2 マネジャー以上の職位に占める女性比率

*3 各6月1日時点

ESGデータ　

3

4

ガバナンス　

外部評価　

暦年
Calendar year

取締役（人）

内、社内取締役（人）

内、社外取締役（人）

社外取締役比率（％）

女性取締役比率（％）

監査役（人）

内、社内監査役（人）

内、社外監査役（人）

社外監査役比率（％）

女性監査役比率（％）

会計年度
FY

FTSE Blossom Japan Index - 選定 選定 選定 選定

MSCI ESG Leaders Indexes * 選定 選定 選定 選定 選定

MSCIジャパン セレクト・リーダーズ指数 - 選定 選定 選定 選定

MSCI日本株 女性活躍指数 - 選定 選定 選定 選定

ダウ・ジョーンズ・サステナビリティ・ワールド・インデックス - 選定 選定 選定 -

ダウ・ジョーンズ・サステナビリティ・アジア / パシフィック・インデックス 選定 選定 選定 選定 選定

* 当該年の定時株主総会によって選任された体制の人数

* (  )内は女性の数

* 18.3期以前はMSCI Global Sustainability Indexes

Ｅ
Ｓ
Ｇ
デ
ー
タ



資産の部
　固定資産
　　有形固定資産
　　　製造設備
　　　供給設備
　　　業務設備
　　　その他の設備
　　　建設仮勘定
　　無形固定資産
　　　のれん - -
　　　その他 - -
　　投資その他の資産
　　　投資有価証券
　　　長期貸付金 - -
　　　退職給付に係る資産 - -
　　　その他
　　　貸倒引当金 △ △
　流動資産
　　現金及び預金
　　受取手形及び売掛金
　　有価証券
　　リース債権及びリース投資資産 - -
　　たな卸資産
　　その他
　　貸倒引当金 △ △
　資産合計

負債の部
　固定負債
　　社債
　　長期借入金
　　繰延税金負債
　　再評価に係る繰延税金負債 -
　　退職給付引当金
　　ガスホルダー修繕引当金
　　保安対策引当金
　　投資損失引当金
　　債務保証損失引当金 - -
　　器具保証引当金 - -
　　退職給付に係る負債 - -
　　その他
　流動負債
　　１年以内に期限到来の固定負債
　　支払手形及び買掛金
　　短期借入金
　　未払法人税等
　　その他
　負債合計
純資産の部
　株主資本
　　資本金
　　資本剰余金
　　利益剰余金
　　自己株式 △ △413
　その他の包括利益累計額
　　その他有価証券評価差額金
　　繰延ヘッジ損益 △ △
　　土地再評価差額金 △ △
　　為替換算調整勘定 △
　　退職給付に係る調整累計額 - -
　非支配株主持分
　純資産合計
負債純資産合計

財務データ　Financial data

1 連結貸借対照表　 　（3月31日時点　 ）

* 18.3期実績は「税効果会計に係る会計基準」の一部改正を考慮して算定

15 19

- - - - - -
- - - - - -

- - - -

△ △ △ △ △ △ △ △

- - - - - -
- - -

△ △ △ △ △ △ △ △

-
- - - - - - - -
- - - - - - - -

- - -
- - - - - -
-

- -
- - -

△ △ △ △ △ △ △ △

△ △ △ △ △ △ △
△ △ △ △ △ △ △ △

△
△ △ △

（百万円 million yen）

（百万円 million yen）
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会計年度 FY

売上高
売上原価
売上総利益
供給販売費及び一般管理費
営業利益
営業外収益
　受取利息
　受取配当金
　為替差益 - -
　持分法による投資利益    

　関係会社投資有価証券売却益    - -
　設備負担金収入 - -
　雑収入
営業外費用
　支払利息
　子会社株式売却損 - -
　投資損失引当金繰入額 -
　持分法による投資損失 - -
　雑支出
経常利益
特別利益 - -
　固定資産売却益 - -
　投資有価証券売却益 - -
特別損失 -
　災害による損失 - -
　のれん償却額 - -
　減損損失 -
　事業構造改善費用 - -
税金等調整前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額 △
当期純利益
非支配株主に帰属する当期純利益
親会社株主に帰属する当期純利益

会計年度 FY

当期純利益
その他の包括利益 △
　その他有価証券評価差額金
　繰延ヘッジ損益 △
　土地再評価差額金 -
　為替換算調整勘定 △
　退職給付に係る調整額 - -
　持分法適用会社に対する持分相当額 △
包括利益
（内訳）
　親会社株主に係る包括利益
　非支配株主に係る包括利益    

2

3

連結損益計算書　

連結包括利益計算書　

- - - - - - -
- - -

- - - - - - -
- - - - - - -

- - - - - - -
- - - - - - - -
- - - - - - -

- - - - -
- - - - - -

- - - - - -

- - - - - - -
- - - - - - -

-
- - - - - - -

△ △ △ △ △

△ △ △
△ △ △

△ △ △142 △ △
- - - - - - - -

△ △ △ △ △
- △ △

△ △ △ △ △

△

（百万円 million yen）

（百万円 million yen）
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会計年度 FY

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税金等調整前当期純利益

　減価償却費

　長期前払費用償却額

　減損損失 -

　事業構造改善費用 - -

　子会社株式売却損 - -

　設備負担金収入 - -

　保安対策引当金の増減額（減少）

　債務保証損失引当金の増減額（減少） - -

　器具保証引当金の増減額（減少） - -

　投資損失引当金の増減額（減少） -

　前払年金費用の増減額(増加) -

　退職給付に係る資産の増減額（増加） - -

　受取利息及び受取配当金

　支払利息

　持分法による投資損益（益）

　投資有価証券売却損益（益） - -

　関係会社投資有価証券売却損益（△は益） - -

　固定資産売却損益（益） - -

　有形固定資産除却損 - -

　売上債権の増減額（増加）

　たな卸資産の増減額（増加）

　仕入債務の増減額（減少）

　未払費用の増減額（減少）

　未払消費税等の増減額（減少） -

　その他

　小計

　利息及び配当金の受取額

　利息の支払額

　法人税等の支払額

　営業活動によるキャッシュ・フロー

4 連結キャッシュ・フロー計算書　

-

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - -

- - - - - - -

- - - - -

- - - - - - - -

- - - - - - - -

-

- -

- - - - - -

- - - - - - -

- - - - - -

- - - - - - -

- -

（百万円 million yen）
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会計年度 FY

財務活動によるキャッシュ・フロー

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の
取得による支出 - -

コマーシャル・ペーパーの純増減額（減少） - -

短期借入金の純増減額（減少）

長期借入れによる収入

長期借入金の返済による支出

社債の発行による収入

社債の償還による支出 -

非支配株主からの払込みによる収入 - -

配当金の支払額

非支配株主への配当金の支払額 - -

その他

財務活動によるキャッシュ・フロー

会計年度 FY

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増減額(減少）　

現金及び現金同等物の期首残高

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 - -

現金及び現金同等物の期末残高

会計年度 FY

投資活動によるキャッシュ・フロー

　有価証券の取得による支出 - -

　有価証券の売却による収入 -

　有形固定資産の取得による支出

　有形固定資産の売却による収入 - -

　無形固定資産の取得による支出

　長期前払費用の取得による支出

　投資有価証券の取得による支出

　投資有価証券の売却による収入 -

　関係会社株式の取得による支出

　関係会社株式の売却による収入 -

　連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得
　による支出/収入 -

　連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却
　による収入/支出 - -

　長期貸付けによる支出 -

　長期貸付金の回収による収入 - -

　定期預金の預入による支出

　定期預金の払戻による収入

　その他

　投資活動によるキャッシュ・フロー

- - - - - - -

- - - - - -

- - - - - -

- - -

-

- - 133 

- -

- - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - - -

- - - - - -

- - - - -

- - - - - -

- - - - - - -

-

- - 414 -

- -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

（百万円 million yen）
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会計年度 FY

自己資本当期利益率 （ROE）（%）
大阪ガス㈱ 

東京ガス㈱ 

関西電力㈱

総資産当期利益率 （ROA） （%）
大阪ガス㈱ 

東京ガス㈱ 

関西電力㈱

自己資本比率 （%）
大阪ガス㈱ 

東京ガス㈱ 

関西電力㈱

D/E比率
大阪ガス㈱ 

東京ガス㈱ 

関西電力㈱

株価収益率 (PER)（倍）
大阪ガス㈱ 

東京ガス㈱ 

関西電力㈱ - -

株価純資産倍率 (PBR)（倍）
大阪ガス㈱ 

東京ガス㈱ 

関西電力㈱

配当性向 （%）
大阪ガス㈱ 

東京ガス㈱ 

関西電力㈱ - -

配当利回り （%）
大阪ガス㈱ 

東京ガス㈱ 

関西電力㈱

出典：SPEEDA

自己資本当期利益率（ROE）
Return on equity (ROE)（％）

会計年度 FY
12.3 13.3 14.3 15.3 16.3 17.3 18.3 19.3 21.3

-20

-15

-10

-5

0

5

10

15

大阪ガス㈱ Osaka Gas Co., Ltd. 東京ガス㈱ Tokyo Gas Co., Ltd. 関西電力㈱ The Kansai Electric Power Company, Inc.

D/E比率
Debt / Equity ratio

会計年度 FY
12.3 13.3 14.3 15.3 16.3 17.3 18.3 19.3 21.3

株価収益率（PER）
Price eanings ratio (PER)（倍 times）

会計年度 FY
12.3 13.3 14.3 15.3 16.3 17.3 18.3 19.3 21.3
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日本のエネルギー公益企業との比較（連結ベース）
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- -

- - -

株価純資産倍率（PBR）
Price book value ratio (PBR)（倍 times）

会計年度 FY
12.3 13.3 14.3 15.3 16.3 17.3 18.3 19.3 21.3

大阪ガス㈱ Osaka Gas Co., Ltd. 東京ガス㈱ Tokyo Gas Co., Ltd. 関西電力㈱ The Kansai Electric Power Company, Inc.

配当性向
Payout ratio（％）

会計年度 FY
12.3 13.3 14.3 15.3 16.3 17.3 18.3 19.3 21.3

配当利回り
Dividend Yield（％）

会計年度 FY
12.3 13.3 14.3 15.3 16.3 17.3 18.3 19.3 21.3
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会社名
Company name

資本金（百万円）
Capital(million yen)

事業内容 持株比率（%）

国内エネルギー・
ガス

大阪ガスファイナンス㈱ リース、クレジット、保険代理店業等

大阪ガスマーケティング㈱ 家庭用お客さま向けのガス・電気の販売及びメンテナンス、機器販売事業、リフォーム事業等

大阪ガスリキッド㈱ 液化窒素、液化酸素、液化アルゴン等の販売

㈱きんぱい ガス配管工事、ガス機器及び住宅設備機器の販売

関西ビジネスインフォメーション㈱ コールセンター受託、人材サービス、各種調査及びコンサルティング等

Daigasエナジー㈱
業務用等のお客さま向けのガス・電気の販売及び保守、機器販売・エンジニアリング・施
工、エネルギーサービス事業、液化天然ガス・液化石油ガス販売事業、熱供給事業等

Daigasガスアンドパワーソリューション㈱ ガス製造所・発電所のオペレーション及びメンテナンス、発電及び電気の販売、エンジニアリング

国内エネルギー・
電力

印南風力発電㈱ 電気供給事業

㈱葉山風力発電所 電気供給事業

㈱広川明神山風力発電所 電気供給事業

泉北天然ガス発電㈱ 電気供給事業

Daigas大分みらいソーラー㈱ 電気供給事業

中山共同発電㈱ 電気供給事業

中山名古屋共同発電㈱ 電気供給事業

海外エネルギー
International 

大阪ガスインターナショナルトランスポート㈱ ＬＮＧ輸送

Osaka Gas Australia Pty Ltd 1,327百万米ドル 石油及び天然ガスに関する開発、投資等

Osaka Gas Gorgon Pty Ltd 322百万米ドル 石油及び天然ガスに関する開発、投資等

Osaka Gas Ichthys Pty Ltd 152百万米ドル 石油及び天然ガスに関する開発、投資等

Osaka Gas Ichthys Development 
Pty Ltd

149百万米ドル 石油及び天然ガスに関する開発、投資等

Osaka Gas UK, Ltd. 134百万ユーロ エネルギー供給事業に関する投資等

Osaka Gas USA Corporation 1米ドル 石油及び天然ガス並びにエネルギー供給事業に関する投資等

ライフ&ビジネス
ソリューション

大阪ガスケミカル㈱ ファイン材料、炭素材製品、活性炭及び木材保護塗料等の製造、販売

大阪ガス都市開発㈱ 不動産の開発、賃貸、管理、分譲

㈱大阪ガスファシリティーズ　 建物及び設備の運転、管理、メンテナンス等

㈱オージス総研 ソフトウェア開発、コンピュータによる情報処理サービス

さくら情報システム㈱ ソフトウェア開発、コンピュータによる情報処理サービス

Jacobi Carbons AB 549千スウェーデンクローネ 活性炭の製造・販売

水澤化学工業㈱ 吸着機能材、樹脂添加剤の製造・販売 

等　計154社

会社名
Company name

資本金 :百万円
Capital(million yen)

セグメント
Segment

持株比率 : %

㈱ジャパンガスエナジー 国内エネルギー・ガス

㈱ＣＤエナジーダイレクト 国内エネルギー・電力

出光スノーレ石油開発㈱ 海外エネルギー

FLIQ1 Holdings,LLC - 海外エネルギー

Sumisho Osaka Gas Water UK Ltd. 164百万英ポンド
164 million British Pounds

海外エネルギー

等　計27社

関係会社の状況　

1

2

連結子会社　

持分法適用会社　
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